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現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

１－４  労働者と農民

1916.9 工場法施行
1918.6 内務省救済事業調査会、

 「労働組合は自然の発達に委す

 るを可とする」と答申
1920.8

 
内務省社会局設置、農

 商務省工務局に労働課設置
1921.4

 
職業紹介所法公布

1922.4
 

借地借家調停法公布
1923.3

 
工場法改正(深夜業禁止

 など)
1924.7

 
小作調停法公布

1925.8
 

内務省労働組合法案発

 表
.11 6大都市および大阪府で失

 業救済土木事業開始

1926.2
 

若槻内閣、労働組合法

 案議会に提出。審議未了
1926.4

 
労働争議調停法公布

1926.5
 

自作農創設維持補助規

 則公布
1929.7

 
深夜業禁止

社会政策審議会設置
1929.10

 
失業救済事業への国庫

 補助開始
1931.3

 
労働組合法衆議院可決、

 貴族院で審議未了



1920年代の経済構造
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「景気循環と経済政策」石井・原・武田編『日本経済史

 

３

 

両大戦間期』東京大学出版会、2002年



実質賃金の動向

戦後ブーム期には、実質賃金はど

 の指標をとっても上昇傾向

→消費拡大の基盤

プラス

 
戦時からの繰り延べられた

 需要

消費財産業の活況

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
武田晴人「労資関係」、大石嘉一郎編「日本帝国主義史」1巻より

‡



職工の家計簿

飲食費／(支出－貯蓄)
1916年

 
11546/(27878-

 3070)=46.5%
1919年 ＝51.9%

所得の増加は必ずしも生活
 改善にはつながっていない。

実質賃金の明確な上昇は、
 1920年恐慌後の物価の下
 落による。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda武田晴人「帝国主義と民本主義」p.124より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

賃金

物価

その他食品価格

穀物価格

武田晴人「日本帝国主義の経済構造」より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

実質賃金が上昇を見せ
 ても、労働条件の過酷さ
 は、変わらなかった。

炭坑の切り羽

紡績女工たち

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「紡績女工たち」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「炭鉱内での作業」

の写真を省略させていただきます。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

女性の
職場進出

武田晴人「帝国主義と民本主義」pp.211～213より

‡

‡

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「タイピストの女性たち」

の写真を省略させていただきます。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

1-4-1
 

労働運動の高揚

友愛会の「人格承認」要求

労働者たちは、労働者の権利
 を要求する以前に、「人間と
 して認めてほしい」と要求し

 ていた。

大戦期の労働市場の「売
 り手市場化」と攻勢的労働

 争議の展開

→事実上の組合(団結権)
 承認

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.19～20より

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「鈴木文治」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「友愛新報」

の写真を省略させていただきます。
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Haruhito Takeda

労働争議と小作争議
労働争議件数 小作争議

参加人

 
員

件数 主要要求事項別件数 参加人員 件数 要求事項別比率

A B A/B 賃上げ 賃下げ
反対

賃金
支払い

解雇
反対

A B A/B 小作料
関係

小作権
関係

1914 7,904 50 158.1 25 11

1916 8,413 108 77.9 71 4

1918 66,457 417 159.4 340 17 3,465 256 13.5

1920 36,371 282 129.0 151 64 125,750 408 308.2 25.0

1922 41,503 250 166.0 71 67 110,920 1,578 70.3 30.9

1924 54,526 333 163.7 134 30 151,061 1,532 98.6 66.6 1.6

1926 67,234 495 135.8 226 47 4 75,136 2,751 27.3 71.1 11.5

1928 46,252 397 116.5 109 58 30 58,656 1,866 31.4 47.3 24.7

1930 81,329 906 89.8 80 291 94 128 61,499 2,478 24.8 22.9 40.4

1932 54,783 893 61.3 196 140 111 191 121,031 3,414 35.5 31.0 44.5

1934 49,536 626 79.1 295 32 48 78 77,187 5,828 13.2 33.3 46.4



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

1-4-2 労働運動の展開

第一次世界大戦後の環境の変化

重工業経営の不振による解雇など雇用量
 の調整の必要、企業の倒産などにより、労
 働市場は労働側に不利化する。

他方、

ILOの結成と国際的な環境変化により

→権利意識の高揚と運動の困難



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

その頂点としての「三菱・川崎
 争議」

日本近代史研究会編
「画報近代百年史」より

‡

‡



三菱川崎争議

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
武田晴人「帝国主義と民本主義」p.127～128より

‡

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「川崎造船所前のデモ」

の写真を省略させていただきます。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

労使対立の結果

その結果としての大企業を中
 心に、

 
「工場委員会制度」と

 いう労使関係の新しい枠組み
 の形成。

 その内実は、ドイツのような
 労使協調ではなく、懇談制度

また、協調的な枠組みは、中小
 の経営には及ばないなどの差
 異が目立った。

日本近代史研究会編「画報近代百年史」より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

労働争議と小作争議
労働争議件数 小作争議

参加人

 
員

件数 主要要求事項別件数 参加人員 件数 要求事項別比率

A B A/B 賃上げ 賃下げ
反対

賃金
支払い

解雇
反対

A B A/B 小作料
関係

小作権
関係

1914 7,904 50 158.1 25 11

1916 8,413 108 77.9 71 4

1918 66,457 417 159.4 340 17 3,465 256 13.5

1920 36,371 282 129.0 151 64 125,750 408 308.2 25.0

1922 41,503 250 166.0 71 67 110,920 1,578 70.3 30.9

1924 54,526 333 163.7 134 30 151,061 1,532 98.6 66.6 1.6

1926 67,234 495 135.8 226 47 4 75,136 2,751 27.3 71.1 11.5

1928 46,252 397 116.5 109 58 30 58,656 1,866 31.4 47.3 24.7

1930 81,329 906 89.8 80 291 94 128 61,499 2,478 24.8 22.9 40.4

1932 54,783 893 61.3 196 140 111 191 121,031 3,414 35.5 31.0 44.5

1934 49,536 626 79.1 295 32 48 78 77,187 5,828 13.2 33.3 46.4



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

1-4-3
 
二重構造の形成

大企業における懇談制度と中小企業での運動
 の激化・左傾化

その現れが、労働争議の小規模化、
運動を指導していた総同盟の分裂など

体制的な安定を実現するための「アメとムチ」
→男子普通選挙権の付与と

治安維持法
労働争議への介入は、
労働者の基本的権利を認めないまま、
事実上の調停のために労働争議調停法を制定す

 るという方式となる。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

賃金格差の形成

二重構造の上層部
 分を占める大企業の

 労働者層では、1919-
 1922年に、一定の範

 囲で賃金格差が形
 成され、そうでない中

 小企業にも負担と
 なった。

武田晴人「労資関係」、大石嘉一郎編「日本帝国主義史」1巻より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

年功的賃金体系の端緒的な形成

前表で見た、
 賃金格差は、
 部分的には、
 年功的な要

 素が入ってき
 たことを表す。

武田晴人「労資関係」、大石嘉一郎編「日本帝国主義史」1巻より

‡
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Haruhito Takeda

それでも、不況下で失業の増大が
 不可避となり、労働組合法の制定な

 どの社会的な施策が求められた。

日雇い労働者の登録風景

労働組合法問題

上：日本近代史研究会編「画報近代百年史」より
下：武田晴人「労資関係」、大石嘉一郎編「日本帝国主義史」1巻より

‡

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

苦しいサラリーマ
 ン家庭の家計、大
 学生の就職

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.204，198より

‡

‡
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Haruhito Takeda

1-4-4
 

小作争議の展開

小作争議が展開する背景

土地投資の不利化

→ 限られたパイをめぐる
 争い。

大きな所得格差を背景

商業的農業の展開と都市
 労働市場での雇用機会の
 増大

 
→

 
農民の自己労

 働評価

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.252

 

より

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「大地主」

の写真を省略させていただきます。
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労働争議と小作争議
労働争議件数 小作争議

参加人

 
員

件数 主要要求事項別件数 参加人員 件数 要求事項別比率

A B A/B 賃上げ 賃下げ
反対

賃金
支払い

解雇
反対

A B A/B 小作料
関係

小作権
関係

1914 7,904 50 158.1 25 11

1916 8,413 108 77.9 71 4

1918 66,457 417 159.4 340 17 3,465 256 13.5

1920 36,371 282 129.0 151 64 125,750 408 308.2 25.0

1922 41,503 250 166.0 71 67 110,920 1,578 70.3 30.9

1924 54,526 333 163.7 134 30 151,061 1,532 98.6 66.6 1.6

1926 67,234 495 135.8 226 47 4 75,136 2,751 27.3 71.1 11.5

1928 46,252 397 116.5 109 58 30 58,656 1,866 31.4 47.3 24.7

1930 81,329 906 89.8 80 291 94 128 61,499 2,478 24.8 22.9 40.4

1932 54,783 893 61.3 196 140 111 191 121,031 3,414 35.5 31.0 44.5

1934 49,536 626 79.1 295 32 48 78 77,187 5,828 13.2 33.3 46.4



農業主要生産物
 

５カ年平均

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.14～15より

‡



耕地所有規模別農家戸数
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.14～15より

‡

‡



専業農家戸数とその比率

農家戸数は1915-1930年に微増ないし停滞。兼業が減少し、
 専業が増加する傾向にある。←農外就業機会の減少を反映

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.14～15より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

農業生産と農家戸数

農業生産性の停滞、特に米の反当たり収量
 の増加が第一次大戦後にとまり、停滞的に

 なったこと。

そうした条件の下で、所有規模で見ると、零
 細な主要規模の農家が増加している。

しかも、農家の兼業の機会は限られ、全体と
 してみると、専業化の傾向が見られる。つまり、

 農外の所得に期待できず、所有地を少しずつ
 減らし、その生産性も上昇しない、じり貧状態



農家経営の規模

経営の規模で見ると、中位の規模－とはいっても家族を養う
 には足りない零細な経営規模－の農家の比率がやや増加

 する。

これは、自作地では不足する農民たちが、小規模な小作地
 を借りて農家を維持する努力を続けていた反映

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.15より

‡



自作と小作

農家のうち、小
 作地の借入をし
 ていない農家は
 全体の３割程度
 に止まる。

自作地＋小作
 地という経営形
 態の「自小作」

 が多く、しかも増
 加傾向。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.15より

‡



小作地率の推移
 

１

全国的な小作地率のピークは１９３０年頃。

しかも、増加にしても減少にしても、その変化は
 ゆっくりとしていた。←進まない改革

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.16より

‡



小作地率の推移
 

２

地域によって異なる、小作地率の変化。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.16より

‡



農民哀史
 

渋谷定輔著
現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「大正時代の農民」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「伏石争議」

の写真を省略させていただきます。



地主の家計
 

小作の家計

労働者同様に
 各階層とも生活

 の豊かさを享受
 するにはほど遠
 い存在。

Haruhito Takeda

現代日本経済史2004

武田晴人「帝国主義と民本主義」p.126 より

‡



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

小作人の
経営収支

武田晴人「帝国主義と民本主義」
p.255

 

より

‡

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「伏石争議」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「賀川豊彦」

の写真を省略させていただきます。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

田畑小作料利回りと証券利回り

賃貸純収益利

 回り

利回り

田 畑 定期預

 金
国債 社債 株式

1909 6.27 5.86 5.48
1913 6.54 6.15 6.09 6.75
1919 7.92 7.10 5.59 7.50
1925 5.67 5.32 6.37 6.03 8.17 7.80
1931 3.69 3.89 4.64 5.40 6.49 6.82

土地投資の不利化が、農業生産性の停
 滞と、労働運動の激化のなかで進行



地主制度の推移

地域差を伴いなが
 ら、大地主の数は
 減少傾向にある。

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」

 

p.119

 

より

‡
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